
新旧対照表                （１）       

新 旧 
 

１～２ 略 

 

 

３ 地域再生計画の区域 

酒田市の全域 

 

 

 

４ 地域再生計画の目標 

酒田市は山形県の北西部、庄内地方の 
北部に位置しており、北は秀峰鳥海山を

望み、東は出羽丘陵を背にし、南は庄内

平野の中央に達し、西は日本海に面し、

山形県を縦貫する母なる川・最上川が砂

丘帯を貫き日本海に注いでいる。 
平成１７年１１月１日に酒田市、八幡

町、松山町、平田町の４市町が合併し、

人口１１３，９５２人（平成２１年３月

末現在）、面積６０２．７４㎢の県内第

３の都市となった。日本有数の穀倉地帯

である庄内平野、海岸沿いに広がる砂丘

地とクロマツ林、鳥海山から出羽丘陵に

つらなる森林、豊かな海産物をもたらす

日本海など多くの恵みを享受しながら発

展してきた。 
しかし、豊富な環境資源に恵まれてい

るものの、河川及び排水路などの公共用

水域は、未処理のまま放流される家庭雑

排水等により水質の低下、親水空間の減

少が起こり、時代の経過とともに河川等

の魅力が失われつつある。こうした生活

環境の改善を目的に、公共下水道事業、

農業集落排水事業及び浄化槽設置事業を

推進してきたことにより、平成２１年３

月末現在での本市における汚水処理人口

普及率は８３．３％となっている。これ

は市街地の公共下水道の普及率が大きく

かかわるものであり、一方の農村地域で

の普及率は農業集落排水事業で８０．

９％、浄化槽設置事業で６０．４％とい

う低い状況にある。この遅れを回復する

べく汚水処理施設整備交付金を活用して

農村地域の水質改善を目指す。 
（略） 

 

 
１～２ 略 
 
 
３ 地域再生計画の区域 

酒田市の区域の一部（最上川以南 

区域） 

 

 

４ 地域再生計画の目標 

酒田市は山形県の北西部、庄内地方の 
北部に位置しており、北は秀峰鳥海山を

望み、東は出羽丘陵を背にし、南は庄内

平野の中央に達し、西は日本海に面し、

山形県を縦貫する母なる川・最上川が砂

丘帯を貫き日本海に注いでいる。 
平成１７年１１月１日に酒田市、八幡

町、松山町、平田町の４市町が合併し、

人口１１４，５５８人（平成２０年１１

月末現在）、面積６０２．７４㎢の県内

第３の都市となった。日本有数の穀倉地

帯である庄内平野、海岸沿いに広がる砂

丘地とクロマツ林、鳥海山から出羽丘陵

につらなる森林、豊かな海産物をもたら

す日本海など多くの恵みを享受しながら

発展してきた。 
しかし、豊富な環境資源に恵まれてい

るものの、河川及び排水路などの公共用

水域は、未処理のまま放流される家庭雑

排水等により水質の低下、親水空間の減

少が起こり、時代の経過とともに河川等

の魅力が失われつつある。こうした生活

環境の改善を目的に、公共下水道事業、

農業集落排水事業及び浄化槽設置事業を

推進してきたことにより、平成２０年３

月末現在での本市における汚水処理人口

普及率は７９．５％となっている。これ

は市街地の公共下水道の普及率が大きく

かかわるものであり、一方の農村地域で

の普及率は農業集落排水事業で７４．

１％、浄化槽設置事業で５７．３％とい

う低い状況にある。この遅れを回復する

べく汚水処理施設整備交付金を活用して

農村地域の水質改善を目指す。 
（略） 

 



新旧対照表                （２）       

新 旧 
 
目 標  
   酒田市全域の汚水処理施設の整備の

促進 
（汚水処理人口普及率を８３．３％から

９２．６％に向上） 
 
 
 

５ 目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 

農業集落排水事業により整備予定の浜中

地区は、酒田市の南部に位置し、イチゴ・

メロン・ブドウ・大根・各種の花卉栽培な

ど、四季折々にさまざまな作物を出荷する

山形県を代表する砂丘畑作地帯である。庄

内空港や山形自動車道の庄内空港インター

チェンジを持つなど、まさに酒田市の玄関

口といえる地域となっている。一方、庄内

平野の恵みに育まれた庭田吉田地区は、酒

田市の北部に位置し、基幹作物である水稲

栽培を中心に意欲的な営農を進めている地

域である。しかし、両地区は、農業集落排

水施設が未供用なため、生活雑排水が集落

内水路に流入して水質汚濁が進行し、悪臭

の発生など生活環境に多大な影響を及ぼし

ている。 

（略） 

 

５－２ 法第五章の特別の措置を適用して 

行う事業 

(１) 汚水処理施設整備交付金を活用する

事業 

 対象となる事業は、以下のとおり事業開

始に係る手続き等を了している。 

なお、整備箇所等については、別添の整

備箇所を示した図面による。 

 ・農業集落排水（浜中地区）・・・・・

平成 21 年 7 月 9 日に事業実施採択の

通知を県より受けている。 

・農業集落排水（庭田吉田地区）・・・

平成 18 年 1 月 26 日に事業実施採択の

通知を県より受けている。 

 

 
目 標 
    酒田市区域の一部（最上川以南区

域）の汚水処理施設の整備の促進 
（汚水処理人口普及率を６５．４％

から９６．０％に向上） 
 
 
  

５ 目標を達成するために行う事業 
５－１ 全体の概要 

農業集落排水事業により整備予定の浜中

地区は、酒田市の南部に位置し、イチゴ・

メロン・ブドウ・大根・各種の花卉栽培な

ど、四季折々にさまざまな作物を出荷する

山形県を代表する砂丘畑作地帯である。庄

内空港や山形自動車道の庄内空港インター

チェンジを持つなど、まさに酒田市の玄関

口といえる地域となっている。しかし、当

該地区は、農業集落排水施設が未整備なた

め、生活雑排水が集落内水路に流入して水

質汚濁が進行し、悪臭の発生など生活環境

に多大な影響を及ぼしている。 

 

 

 
（略） 

 

５－２ 法第五章の特別の措置を適用して 

行う事業 

(１) 汚水処理施設整備交付金を活用する

事業 

 対象となる事業は、以下のとおり事業開

始に係る手続き等を了している。 

なお、整備箇所等については、別添の整

備箇所を示した図面による。 

  ・農業集落排水（浜中地区）・・・平成

20 年 11 月 11 日に事業計画承認の通

知を県より受けている。 

 



新旧対照表                （３）       

新 旧 
 

【事業主体】  

・酒田市 

 

【施設の種類】 

・農業集落排水施設、浄化槽（市設置

型） 

 

【事業区域】 

・農業集落排水施設  浜中地区、庭

田吉田地区 

 

・浄化槽（市設置型） 酒田市全域

（集合処理区を除く） 
 

【事業費】 

   ・農業集落排水施設   

事業費     １，７５８，４１０千円 

   (うち、交付金   ８７９，２０５千円) 

単独事業費       ５５，０００千円 

   

・浄化槽（市設置型） 

 事業費    １８８，８００千円 

(うち、交付金   ７０，１５６千円) 

合 計  

事業費  １，９４７，２１０千円 

  (うち、交付金   ９４９，３６１千円) 

     単独事業費   ５５，０００千円 

 

【整備量】 

・農業集落排水施設  

φ１５０～２００㎜ Ｌ＝１２，２４０ｍ 

単独事業  

φ１５０㎜     Ｌ＝  ６１５ｍ     

処理場                  ２箇所 

・浄化槽         １６０基 

 

各施設による新規の処理人口は下記のとお

り。 

・農業集落排水施設  

 浜中地区で１，４６０人 

 庭田吉田地区で１，０４９人 

・浄化槽（市設置型）   

酒田市全域で６２４人 

 

【事業主体】  

・酒田市 

 

【施設の種類】 

・農業集落排水施設、浄化槽（市設置

型） 

 

【事業区域】 

・農業集落排水施設  浜中地区 

 

・浄化槽（市設置型） 酒田市の区域

の一部（最上川以南）の集合処理区

を除く区域 
 

【事業費】 

   ・農業集落排水施設   

事業費     １，４９２，７８０千円 

   (うち、交付金   ７４６，３９０千円) 

単独事業費       ４４，０００千円 

   

・浄化槽（市設置型） 

 事業費     ５７，５００千円 

(うち、交付金   １９，１６５千円) 

合 計 

 事業費  １，５５０，２８０千円 

  (うち、交付金   ７６５，５５５千円) 

     単独事業費   ４４，０００千円 

 

【整備量】 

・農業集落排水施設  

φ１５０～２００㎜ Ｌ＝１１，５００ｍ 

単独事業  

φ１５０㎜     Ｌ＝  ５２０ｍ     

処理場                  １箇所 

・浄化槽          ５０基 

   

各施設による新規の処理人口は下記のとお

り。 

・農業集落排水施設  

 浜中地区で１，４６０人 

・浄化槽（市設置型）   

酒田市の区域の一部（最上川以南）の集

合処理区を除く区域で１９５人 

 



新旧対照表                （４）       

新 旧 
 

５－３ その他の事業 
 
（略） 
 
・他の補助事業や市単独事業により、公共

下水道等の整備を進め（普及人口約４ ，５

００人の増加）、汚水処理人口普及率の向

上を図る。 
 
（以下略） 

 
５－３ その他の事業 
 
（略） 
 
・他の補助事業や市単独事業により、公共

下水道等の整備を進め（普及人口約６ ，３

００人の増加）、汚水処理人口普及率の向

上を図る。 

 

（以下略） 

 


